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１．北海道富良野市 

 

・視 察 者 安藤和俊、堀越博文、斎藤雅男、中島慎一郎 

・視察場所 北海道富良野市 

・視察日時 令和７年８月２６日（火）１４時００分から１６時００分 

・視察項目 スマートシティの推進について 

・説 明 員 スマートシティ戦略室 西野室長 

スマートシティ戦略室スマートシティ戦略課 木村課長 

 

・視察目的 

 本視察は、自治体 DX の必要性が叫ばれている昨今において、AI を活用した

市役所内の業務効率化や「書かない窓口」などの市民の利便性向上を目指した、

スマートシティの取組を学ぶことを目的とするものである。富良野市では、スマ

ートシティの取組として、市役所内の DX と地域社会の DX として多種多様な

事業を展開している。いかにして市役所内で自治体 DX の取組を進めていった

か、職員の意識改革を含めた実装プロセスを把握し、今後の東松山市における政

策立案および DX 推進の参考とすることを目的とするものである。 

 



・要旨（報告事項） 

富良野市では、「Society5.0、２０２５年の崖、デジタル手続法」などの国の動

向、「人口減少、少子高齢化、労働力不足、庁舎建設」などの令和２年頃の社会

情勢を踏まえて、市役所内の DX と地域社会の DX を統合してスマートシティ

に取組むことになった。 

市役所内 DX としては、まずは庁内３００７業務を棚卸しし、業務内容と業

務量を調査すると共に、庁内全３５課にヒアリングを実施し、業務上の負担の

把握や ICT との親和性が高い業務を抽出するなどして、庁内に点在していた課

題を分類し整理していった。そうした現場の声を踏まえて、「庁舎内の無線 LAN

整備」「ペーパーレス会議」「書かない窓口」「電子決裁導入」「RPA の構築」「AI

議事録作成システム」などの各事業を実施していった。 

地域社会 DX としては、IoT 除排雪効率化や AI オンデマンド交通、デジタル

地域通貨などの実証実験を行い、必要な施策を取捨選択していった。その結果、

「LINE 公式アカウントによる情報配信」「ホームページリニューアル」「虹いろ

保育所に保育支援システム」「デジタル健幸ポイント」「除排雪効率化システム」

「AI オンデマンド交通ふらのり」などの各施策を実装した。 

そうした取組の結果として、例えば紙使用量（令和３年度比）８９万枚３６％

の削減、電子決裁による業務削減年間４０８５時間、書かない窓口によって住



民票発行４分短縮、印鑑証明発行２分短縮など、データとして確実に業務効率

化と市民サービス向上の効果が現れている。 

こうしたスマートシティの取組を支えているのが、副市長直轄としたスマー

トシティ戦略室の設置がある。全庁的に DX を推進していくために、市長、副

市長、スマートシティ戦略室長、スマートシティ戦略課の役割を明確にすると

共に、全庁横断的にデジタル人材の育成に取組んでいる。各部から DX 推進委

員を若手職員から２名選出してもらい、NTT 東日本から派遣された ICT 利活

用推進アドバイザーと共に開発したプログラムに則って、AI を学ぶと共に実際

にアプリを作成したりするなどして、デジタル人材を育成している。スマート

シティの取組はこうしたデジタルに精通した職員を増やし、各課で重要な役割

を果たして貰うことで推進している。 

 

【総論】 

＜推進体制について＞ 

令和２年４月から総務部においてスマートシティ戦略室を設置し、３名体制で

スタートさせた。令和３年４月からは４名体制として副市長の直下に組織編成

した。 

 



＜役割について＞ 

首長：DX の推進に当たっては、仕事の仕方、組織・人事の仕組み、組織文化・

風土そのものの変革も必要となる中、首長自らがこれらの変革に強いコミット

メントを持って取り組む。 

 

CIO：首長の理解とリーダーシップの下、最高情報統括責任者を中心とする全庁

的な DX 推進体制を整備する。CIO は言わば、庁内マネジメントの中核であり、

庁内全般を把握するとともに部局間の調整に力を発揮することができるよう、

副市長等であることが望ましい。 

 

CIO 補佐官：CIO を補佐する体制を強化するため、CIO 補佐官等の任用などの

取り組みを進める。スマートシティ戦略室長が対応する。 

 

DX 推進担当部門の設置：自治体において DX を円滑かつ強力に推進するため

には、DX 推進担当部門の設置が必要である。DX 推進担当部門には、積極的に

デジタル技術やデータを活用して自治体行政を変革していく DX の司令塔とし

て、企画立案や部門間の総合調整、全体方針や個々の DX の取組の進捗管理等

を行うことが期待される。スマートシティ戦略課が対応する。 



＜年間予算について＞ 

地域社会 DX に関連する事業（デジタル健幸ポイント、LINE・ホームページ、

保育支援システム、除排雪効率化システム、AI オンデマンド交通ふらのり）に

置いては、令和３年度１４８５万円、令和４年度２０４８万円、令和５年度２２

１０万円、令和６年度２８２６万円となっている。 

 

 

【業務効率化】 

＜生成 AI ガイドラインについて＞ 

生成 AI の利用についてはガイドラインを策定しており、利用禁止の業務、デー

タ入力時の注意点、生成物の利用時の注意点などを細かく取り決めている。主な

活用事例は、文書作成、アイデア出し、イラスト作成、Excel 関数の検索などで

ある。当日配布された説明資料の表紙で使用されていたイラストは、実際に生成

AI で作成されたものを使用していた。 

 

＜ペーパーレスの効果について＞ 

全庁、各執務室に設置している複合機から印刷された紙の合計枚数は令和３年

度は２４９万枚だったが、令和６年度は１６０万枚となり、３５.９％の削減効



果があった。 

 

 

【スマート自治体】 

＜書かない窓口について＞ 

令和４年度の庁舎建設に併せて導入された。導入費用は２５３０万円。北見市の

システムを導入している。 

 

＜電子決裁について＞ 

メリット：承認フローが自動化され、出先機関から文書の持ち運び不要。出張先

でも承認可能。文書の印刷・保管に要する経費の削減。過去の起案文書の検索・

閲覧が可能。 

デメリット：導入コストは１８３０万円。紙文書の決裁時のように「職員が説明

に来なくなった」との声も聴かれる。コミュニケーション不足。 

 

＜RPA・AI 議事録作成について＞ 

RPA：職員がパソコン内に入力していた作業をロボットが自動的に実施。１１業

務に導入 



AI 議事録作成：打ち合わせや収録した音声を、AI が文字変換して議事録を作成。 

 

【デジタル人材の育成】 

＜DX 推進委員の選定について＞ 

選定の考え方 

・業務内容に精通している方 

・日常業務に課題を感じており、改善意欲がありそうな方 

・自分の職場の DX を進めてくれそうな方 

 

２０〜３０代の若手から、部長が各部から２名選出。 

 

＜プログラムの開発について＞ 

NTT 東日本の ICT 利活用推進アドバイザー１名とスマートシティ戦略室４名

の５名で集中討議して人材育成のプログラムを作成した。事前準備と約半年間

の実証実験を経て、２０２４年度から本格運用を開始した。 

 

＜育成目標とフローについて＞ 

・令和９年度までに富良野市職員の２０％、概ね５０名程度を育成する予定。 



計１１回のミーティングに参加し、業務フローの作成や DX ツールの操作体験、

ローコードアプリを作成し、ICT 利活用推進本部会議において１年間の取組の

発表、並びに市長から認定がある。 

DX 推進委員は活動初年度に「DX 推進チーム」に所属し、庁内共通業務の DX

化を経験。翌年度以降は、自組織の DX 化を推進し、継続的な役割を果たす。 

 

＜NTT のサポートについて＞ 

・ワークショップ時のファシリテーター 

・ローコードアプリ作成時のサポート 

 

＜年間事業予算について＞ 

令和７年度デジタル人材育成業務委託料：４８９万円 

 

 

【AI デマンド交通ふらのり】 

＜事業概要について＞ 

従来の定時・定路線型交通では対応が難しくなっている生活交通の確保を目的

として導入された、AI 配車型の公共交通サービスである。 



（1） 運行方式 

・予約制（事前または当日） 

・AI が複数予約をまとめ、AI が最適な運行ルートを自動生成 

・相乗りを前提とした運行 

・決められた停留所間を柔軟に運行 

 

（2） 利用方法 

・スマートフォンアプリによる予約 

・電話予約にも対応（デジタル弱者への配慮） 

 

（3） 対象者・利用目的 

・高齢者の日常生活移動（通院・買い物等） 

・自家用車を持たない市民の移動手段確保 

 

＜各種データについて＞ 

利用者数・利用件数（２０２３年１１月〜２０２５年７月） 

・延べ件数：５６３２件 

・延べ人数：６７９３人 



 

男女比 

・女性８４％ 

・男性１６％ 

 

年代比 

・６０〜８０代で約７０％ 

 

予約比 

・電話６５％ 

・スマホ３５％ 

 

目的地までの到着時間 

・概ね３分〜１１分 

 

＜年間予算について＞ 

令和７年度歳出予算：１２２６万円（運転委託、コールセンター委託等） 

令和７年度歳入予算： １４８万円（運賃収入） 



・視察結果、所感 

 今回の視察を通じて、富良野市におけるスマートシティの取組は、単なる ICT

導入に留まらず、自治体運営そのものを D X 化する取組であることを強く感じ

た。 

特に印象的であったのは、市役所内 DX に着手するにあたり、庁内約 3,000 業

務の棚卸しを行い、全 35 課への丁寧なヒアリングを通じて、現場負担や課題を

可視化した上で施策を選択している点である。トップダウンによる方針提示と、

ボトムアップによる課題抽出を両立させたプロセスは、自治体 DX を進める上

で極めて重要であり、東松山市においても大いに参考となると感じた。 

また、副市長直轄のスマートシティ戦略室を設置し、首長、CIO、CIO 補佐

官、DX 推進担当部門の役割を明確化した推進体制は、DX を継続して進めてい

こうとする意識が感じられる。また、若手職員を中心とした DX 推進委員制度

や、外部専門人材を活用した人材育成プログラムは、持続的に DX を推進する

ための基盤づくりとして有効であると感じた。 

AI オンデマンド交通「ふらのり」については、生活交通の確保という目的の

もと、電話予約を重視するなど高齢者への配慮がなされており、利用実績や収支

データからも一定の成果が確認できた。AI を活用した公共交通の在り方は、将

来の地域交通を考えていく上で検討していく施策の一つである。 



東松山市においても、富良野市の取組を参考に、組織体制の整備、人材育成、

業務の棚卸しといった取組から着実に DX を進めていく必要があると考える。 


